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市 民 税 20億6,962万円 8.9％
固定資産税 26億477万円 11.3％
軽自動車税 9,927万円 0.4％
た ば こ 税 2億3,074万円 1.0％
入 湯 税 2,281万円 0.1％

会計名 歳入（A） 歳出（B） 差引（A－B）

国民健康保険 事業勘定 49億5,136万円 48億7,621万円 7,515万円
診療施設勘定 2億4,091万円 2億3,007万円 1,084万円

老 人 保 健 1,893万円 1,646万円 247万円
公共下水道事業 8億2,330万円 8億711万円 1,619万円
公 営 墓 地 5,446万円 573万円 4,873万円
農業集落排水事業 10億6,043万円 10億3,514万円 2,529万円
介 護 保 険 37億1,872万円 36億9,499万円 2,373万円
簡 易 水 道 事 業 12億7,682万円 11億5,822万円 1億1,860万円
宅 地 造 成 事 業 3,313万円 2,921万円 392万円
戸別浄化槽整備事業 5,565万円 5,278万円 287万円
温 泉 事 業 1億3,670万円 1億3,505万円 165万円
後期高齢者医療 4億1,305万円 4億1,109万円 196万円

上水道事業 収益的収支 6億6,817万円 6億4,217万円 2,600万円
資本的収支 7,570万円 3億3,503万円 △2億5,933万円

合　　計 135億2,733万円 134億2,926万円 9,807万円

平成21年度末市債の現在高

　

平
成
21
年
度
は
、
歳
入

に
つ
い
て
は
、
経
済
不
況

の
影
響
を
受
け
、
法
人
市

民
税
を
は
じ
め
市
税
が
大

幅
に
落
ち
込
む
な
か
、
国

の
経
済
危
機
等
の
臨
時
交

付
金
や
財
政
調
整
基
金
繰

入
金
及
び
市
債
等
の
活
用

に
よ
り
所
要
の
財
源
を
確

保
し
ま
し
た
。

　

歳
出
に
つ
い
て
は
、

合
併
５
周
年
記
念
事
業
や

デ
マ
ン
ド
交
通
シ
ス
テ
ム

構
築
事
業
等
、
総
合
計
画

等
に
基
づ
く
各
種
施
策
を

推
進
し
た
他
、
国
の
２
次

に
わ
た
る
経
済
対
策
補
正

等
に
よ
り
小
中
学
校
耐
震

診
断
や
改
修
工
事
、
プ
レ

ミ
ア
ム
付
商
品
券
発
行
補

助
、
消
防
救
助
工
作
車
購

入
事
業
、
定
額
給
付
金
給

付
事
業
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
の
歳
入
決
算

額
は
２
３
１
億
６
５
３
２

万
円
、
歳
出
決
算
額
は
２

２
６
億
１
３
２
８
万
円
で

歳
入
と
歳
出
の
決
算
額
に

５
億
５
２
０
４
万
円
の
差

が
あ
り
、
こ
の
う
ち
平
成

21
年
度
に
完
了
し
な
か
っ

た
事
業（
繰
越
事
業
）に
充

て
る
財
源
１
億
１
０
６
２

万
円
を
除
い
た
４
億
４
１

４
２
万
円
は
、
平
成
22
年

度
の
一
般
会
計
予
算
へ
繰

り
越
し
て
い
ま
す
。

その他
11億286万円（4.8%）

◎上水道事業会計の資本的収支の差引△2億5,933万円（不足額）
は、過年度分損益勘定留保資金等で補てんしました。

歳　入
231億6,532万円

（100％）

市税
50億2,721万円（21.7%）

平成21年度特別会計･公営企業会計決算額

※印の項目は、市債のうち合併特例事業債や過疎対策事業債な
ど、毎年度の元利償還額の一部を地方交付税で補てんされる
市債があり、それらの市債の残高から補てんされる金額を除
いて実際に市が負担する見込み額です。

自
主
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源

依
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（69.2％）

■問い合わせ先■　財政課　財政グループ　☎ 52-1111　内線 375
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区　　　　分 現在高

一

般

会

計

合 併 特 例 事 業 債 51億8,211万円
過 疎 対 策 事 業 債 49億3,059万円
臨 時 財 政 対 策 債 69億3,873万円
そ の 他 99億1,378万円
一 般 会 計 計 Ａ 269億6,521万円

※Ａから地方交付税算入分を
除いた市債残高 97億5,694万円

特
別
会
計
・
企
業
会
計

国 保 診 療 施 設 勘 定 2,293万円
公 共 下 水 道 事 業 32億4,926万円
農 業 集 落 排 水 事 業 42億9,880万円
戸 別 浄 化 槽 整 備 事 業 2億3,133万円
簡 易 水 道 事 業 29億3,988万円
宅 地 造 成 事 業 1億4,508万円
温 泉 事 業 8,190万円
上 水 道 事 業 13億1,482万円
特 別 会 計 等 計 Ｂ 122億8,400万円

※Ｂから地方交付税算入分を
除いた市債残高 73億5,874万円

合　　計（A＋ B） 392億4,921万円
※合計（A＋B）から地方交付税算入
分を除いた市債残高 171億1,568万円

その他
4億971万円（1.8%）

繰越金
5億6,581万円（2.4%）
諸収入
5億3,010万円（2.3%）
繰入金
3億4,707万円（1.5%）
使用料手数料
2億6,356万円（1.1%）

地方交付税
82億9,481万円（35.8%）

国庫支出金
31億3,981万円
（13.5%）

市債
21億9,299万円
（9.5%）

県支出金
12億9,139万円
（5.6%）
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次年度への繰越金（収入－支出） 11万円 12万円 ▲1万円

市民の皆さんの
市税負担額と市の歳出額
区　分 １人当たり １世帯当たり

市 税 負 担 額 107,014円 294,920円

歳 出 額 481,369円 1,326,603円

◎上記の金額は、平成22年3月31日現在の
住民基本台帳人口と世帯数（46,977人、
17,046世帯）を用いて算出しています。

財政用語が難しかったり、金額の桁数が大き過ぎて実感がわかないと
言われることが多いので、市の財政状況を身近に感じていただけるよ
うに、一般会計の決算規模を5000分の1に縮小して『ひたまるさんち
の家計簿』に例えて表現してみました。市の財政と家庭の家計簿では
仕組みが違い、完全な置換えが難しいところが多々あることをご了解
ください。

『ひたまるさんちの家計簿』

消防設備等の整備や商工振興等に係る費用
◆消防資機材（救助工作車、防火水槽等）整備事業
◆プレミアム付商品券発行補助
◆商工会助成事業
◆宮の郷工業団地企業誘致推進事業
◆観光振興対策事業など

農道・林道整備や農林水産業振興等に係る費用
◆土地改良事業等による農道及び排水路整備
◆県営負担金事業による基盤整備
◆林道整備事業
◆木造住宅建設助成事業
◆森林機能緊急回復整備事業など

保健衛生、広域聖苑管理運営、ごみ収集等に
係る費用
◆健康診査、予防接種及び結核予防事業
◆常陸大宮済生会病院運営安定化支援
◆新型インフルエンザ等伝染病予防対策事業
◆広域聖苑管理運営費
◆大宮地方環境整備組合負担金
◆ごみ収集委託など

道路・橋梁整備、公営住宅管理等に係る費用
◆市道・橋梁整備事業
◆公営住宅管理事業
◆公共下水道事業特別会計繰出金など

障害者福祉、高齢者福祉、保育所費
等に係る費用
◆障害者福祉対策事業
◆老人医療給付事業
◆児童手当、保育所費
◆子育て応援特別手当支給事業
◆母子・父子福祉手当支給事業
◆高齢者福祉対策事業
◆生活保護事業など

過去の借入金の返済
等に係る費用
◆元金償還
◆利子償還
◆一時借入金利子

歳　出
226億1,328万円

（100％）

消防費ほか
19億5,979万円
（8.7%）

民生費
55億5,401万円
（24.5%）

公債費
35億9,004万円
（15.9%）総務費

33億8,308万円
（15.0%）

教育費
26億927万円
（11.5%）

衛生費
21億721万円
（9.3%）

土木費
19億8,555万円
（8.8%）

農林水産業費
14億2,433万円
（6.3%）

市民１人当たり・世帯当たりの
基金及び市債の現在高
区　分 １人当たり １世帯当たり

基　
金

積 立 基 金 8万円 22万1千円

定額運用基金 2万6千円 7万1千円

合　計 10万6千円 29万2千円

市　
債

一 般 会 計 57万4千円
（20万8千円）

158万2千円
（57万2千円）

特別会計＋
企 業 会 計

26万1千円
（15万6千円）

72万1千円
（43万2千円）

合　計 83万5千円
（36万4千円）

230万3千円
（100万4千円）

◎上記の金額は、平成22年3月31日現在の
住民基本台帳人口と世帯数（46,977人、
17,046世帯）を用いて算出しています。

　また、市債の「1人当たり」及び「1世帯
当たり」の（　）書きの金額は、地方交
付税で補てんされる金額を除いています。

収　　　　　　　入
収入費目 歳入区分（目的別） H21家計の収入 H20家計の収入 比較増減

給料 市税・分担金及び負担金・
使用料及び手数料など 121万円 131万円 ▲10万円

実家からの援助 地方交付税・各種交付金・
国県補助金など 277万円 237万円 40万円

不動産収入 財産収入など 3万円 3万円 0円
銀行などからの借入金 市債 44万円 42万円 2万円
貯金の取崩し 繰入金 7万円 11万円 ▲4万円
前年度からの繰越金 繰越金 11万円 10万円 1万円

１年間の収入合計 463万円 434万円 29万円

支　　　　　　　出
支出費目 歳出区分（性質別） H21家計の支出 H20家計の支出 比較増減

食費 人件費 95万円 98万円 ▲3万円
電気・水道代などの日常生活費 物件費 58万円 57万円 1万円
医療費・介護費用など 扶助費 50万円 48万円 2万円
ローンの返済 公債費 72万円 70万円 2万円
家・車の修理代など 維持補修費 2万円 2万円 0円
区会費・お祝金など 補助費等 51万円 35万円 16万円
子どもへの仕送り 繰出金 62万円 56万円 6万円
家の増改築・車の購入代
など

投資的経費（普通建設事
業費・災害復旧費） 52万円 51万円 1万円

友人への融資 投資及び出資金・貸付金など 4万円 0円 4万円
貯金 積立金 6万円 5万円 1万円

１年間の支出合計 452万円 422万円 30万円

地域振興等に係る費用
◆市内循環交通システム事業
◆デマンド交通システム構築事業
◆合併５周年記念事業
◆移動通信用鉄塔施設整備事業
◆定額給付金給付事業
◆徴税対策費など

小・中学校・幼稚園管理費、生涯学習・スポーツ振
興等に係る費用
◆小中学校校舎等の耐震化、環境整備、備品の充実
◆教育支援センター事業
◆小学校英語指導員配置事業
◆ふれあいの船体験事業
◆生涯学習推進事業
◆学校給食センター設備等の充実など


